
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜マイナンバー制度の大まかなスケジュール＞ 

平成 27 年 10 月→国民への個人番号の通知の開始（法人企業には、法人番号の通知の開始） 

平成 28 年 １月→国民への個人番号カードの交付の開始 

→順次、個人番号の利用の開始  

・社会保険関係（雇用保険関係の提出書類には、平成 28 年 1月提出分から、健康保険・ 

厚生年金保険関係の提出書類には、平成 29 年 1 月提出分から、個人番号を記載） 

・所得税関係（平成 28 年の所得に対応する書類から、個人番号を記載） 

平成 29 年１月以降→国の機関の間での情報連携などを順次開始 

 

＜企業が個人番号を取り扱う上での注意点＞ 

各企業は、社会保険と税の手続きのため、従業員やその扶養家族の個人番号（マイナンバー）を収集するこ

とになります。個人番号を取り扱う上での注意点を大まかに分類すると、次のとおりです。 

 

① 取   得 

・民間事業者による個人番号の取得は、法律で定められた税と社会保険の手続に使用するこ

とを目的とする場合のみ可能。それ以外の目的（顧客管理など）で取得することはできない。 

・取得時の本人確認にもルールがある（他人のなりすまし等を防止）。 

② 利用・提供 
・取得と同様に、法律で定められた税と社会保険の手続に使用する場合を除き、個人番号を利

用・提供することはできない。 

③ 保管・廃棄 
・個人番号を含む個人情報は、必要がある場合だけ保管が認められる。 

・必要がなくなったら、個人番号を廃棄又は削除する必要がある。 

④ 安全管理措置 

・民間事業者は、個人番号を含む個人情報の漏えい、滅失又は毀損の防止その他の適切な

管理のために、法令等のルールに従って、安全管理措置を講じなければならない。 

㊟ 情報の漏えいなどについて、法令上の罰則もあります。 

＜必要な準備＞ 

・社内研修・教育の実施   

・個人番号を適正に取り扱うための社内規程づくり（基本方針、取扱規程の策定） 

・マイナンバー制度に対応したシステム開発や改修（人事、給与、会計システム等が対応できるかを確認） 

・個人番号を含む個人情報の安全管理措置の検討（担当者・部署などの明確化、漏えい防止、アクセス制限 

などについて検討） 

    など 

 

  

マイナンバー制度／企業が個人番号を取り扱う上での注意点など 

マイナンバー制度のスタートに備えて② 

間もなく「マイナンバー制度（社会保障・税番号制度）」が実施されます。 

マイナンバー制度の基本を紹介した前回に続き、今回は企業における注意点などを確認

しておきましょう。 
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職場意識改善助成金には、次の３つのコースが用意されています。 

職
場
環
境
改
善 

所定外労働時間の削減、年次有給休暇の取得促進などに取り組む中小企業事業主を対象とするコースです。 

支給額は最大 100 万円（平成 27 年度から上限が 100 万円に引き上げられました）。 

＊ 雇用する労働者の年次有給休暇の年間平均取得日数が 13 日以下であって月間平均所定外労働時間数が 

10 時間以上であることが要件となります。 

［支給額］  対象経費の合計額（謝金、会議費、機械装置の購入費など）× 助成率※  

 ※助成率は、成果目標の達成状況に応じて、３/４～１/２です。 

 ㊟成果目標の達成状況に応じて、100 万円～67 万円の上限があります。 

テ
レ
ワ
ー
ク 

終日、在宅またはサテライトオフィスで就業するテレワークに取り組む中小企業事業主を対象とするコースです 

（サテライトオフィスでのテレワークは、平成 27 年度から対象に加わりました）。支給額は最大 150 万円。 

［支給額］  対象経費の合計額（謝金、会議費、機械装置の購入費など）× 助成率※  

 ※助成率は、成果目標の達成状況に応じて、３/４or１/２です。 

 ㊟成果目標の達成状況に応じて、１人６万円×対象労働者数（１企業 150 万円が限度） 

or１人４万円×対象労働者数（１企業 100 万円が限度）の上限があります。 

所
定
労
働
時
間
短
縮 

平成 27 年度から新設されたコースです。法定労働時間が週 44 時間とされている特例措置対象事業場を有する 

中小企業事業主であって、所定労働時間の短縮に取り組む中小企業を対象とするコースです。 

助成額は最大 50 万円。 

［支給額］  対象経費の合計額（謝金、会議費、機械装置の購入費など）×３/４  

上記の各支給額における「対象経費」は、次のような「対象となる取組」の実施に要した経費です。 

・労働者に対する研修、周知・啓発    ・就業規則などの作成・変更    ・テレワーク用通信機器の導入・更新 

・外部専門家（社会保険労務士など）によるコンサルティング    ・労働能率の増進に資する設備・機器などの導入 

 

  

労災保険の附帯事業である社会復帰促進等事業の一環として、仕事と

生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）に取り組む中小企業事業主を

支援するため、「職場意識改善助成金」の支給が行われています。その助

成内容が、平成 27 年度から拡充されています。 

職場意識改善助成金の内容が拡充されています 新情報 

    代表取締役 上田 正順 
〒862-0949 熊本市中央区国府 1-13-5 2F 

TEL:096-211-6055 FAX:096-211-6065 

URL:http://brainstar.jp 

365 日の誕生花・花言葉 

アサガオ 

花言葉：淡い恋 

アサガオは、わが国を代表する花

で、江戸時代からの改良の歴史が

あります。アサガオの種子は漢方

薬として用いられ、その昔中国で

はアサガオと牛を交換するほど高

価なものでした。 

７月 ２１日 

職場意識改善助成金（平成 27 年の概要） 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

東京労働局が公表した 

労基法・最賃法違反による送検事例 

業種別では建設業がトップ 

東京労働局から「平成 26 年度司法処理状況」

が発表されましたが、これによると 1 年間（平

成 26 年 4 月～平成 27 年 3 月）の間に、東京労

働局と管下の 18 労働基準監督署・支署が東京地

方検察庁へ送検した司法事件は 54 件（前年度比

4 件減少）だったそうです。 

業種別では、建設業（22 件）、製造業（9 件）、

接客業（5 件）が上位を占め、違反事項別では、

賃金・退職金不払（17 件）、死亡災害等を契機と

した危険防止措置義務違反（12 件）、労災かくし

が（11 件）が上位を占めました。 

以下では、東京労働局が公表した送検事例の

うち、労働基準法・最低賃金法違反に関する事

例をご紹介します。 

 

違反事例（1） 

託児所を営む A 社は、労働者 B の平成 24 年 1

月分賃金（17,250 円）および労働者 C の同年 2

月分賃金（80,690 円）の合計 97,940 円を所定の

各賃金支払期日である同年 2 月 29 日、同年 4 月

4 日に全額支払わず、もって法で定める最低賃

金を支払わなかった。 

労働者 14 名が不払賃金（合計約 221 万 6,000

円）の行政指導による救済を求め労働基準監督

署に申告に及んでいたが、 A 社は労働基準監督

署の行政指導に従わなかった。 

A 社の代表者は再三の出頭要求に応じなかっ

たことなどから、逮捕のうえ、送検された。 

 

違反事例（2） 

パン製造販売業を営む会社のパートタイム労

働者 3 名（時給 900 円～950 円、1 日の所定労働

時間 6 時間）に対し、平成 25 年 12 月 1 日から

同月 31 日までの間、最長で月 139 時間に達す

る時間外労働を行わせ、もって時間外労働協定

の延長時間の限度を超える違法な時間外労働を

行わせていた。 

また、同期間、本来支払うべき時間外労働に

対する割増賃金のうち 3 割程度しか支払ってい

なかった （1 人当たり最大で約 11 万円／月の

時間外手当不払が発生していた）。 

 

労働局の今後の方針 

同労働局では、過重労働による健康障害を発

生させた企業等であって違法な長時間労働を繰

り返すなど「重大・悪質な労働基準法違反」の

事案に対しては、積極的に捜査を行い、送検手

続をとる方針とのことです。 

 

日 時：平成 27 年 6月 11 日（木） 

 9：30～12：30 

場 所：ブレインスター研修室 

講 師：川内惠理、池田裕輔 

 

熊本の歯科医院職員様向けに、「持ち味カード研修」を実施いた

しました。研修当日、熊本は土砂降りの雨でしたが、そんななかで

も職員様には時間までに集まっていただき、研修は遅れることな

く開始できました。始まる前から、本当に感心させて頂きました。 

さて、皆様は「持ち味」という言葉、もちろんご存知だと思いま

すが、ご自分の「持ち味」、そして上司、同僚、部下の「持ち味」

に気付いていますか？ 

今回の研修は、そんな個々の持つ「持ち味」を再発見、再認識す

ると同時に、互いの「持ち味」を承認しあおうという目的で実施し

ております。はじめは自分の「持ち味」を自ら発表するのに皆さん

戸惑っていらっしゃいましたが、今回の研修では、「何事も否定し

ない」「相手をとにかくほめる」という約束をしておりましたので、

だんだんとお互いを認め合いながら自信を持って発表できるよう

になりました。 

どちらかというと『まじめ』で『おとなしい』タイプの方が集ま

っているなという印象ですが、それもこちらの歯科医院様の「持ち

味」なのかもしれません。次回は、そんな皆さんがその「持ち味」

をどう活かしていけばいいのか、皆さんで実践的な行動を考えて

いく研修を行います。 

このようにブレインスター 

では、一人ひとりの「持ち味」 

や、組織の「持ち味」を活か 

して、輝く人材の育成や組織 

の活性化を支援していきたい 

と考えております。 

持ち味カード研修を実施しました 

ブレインスターの新しい仲間です！ 

5 月末よりお世話になっております佐澤と

申します。  

今まで教職と事務職を経験してまいりまし

たが、社労士事務所での仕事は初めてのこと

ばかりで毎日がとても新鮮です。事務所の先

輩方にご指導いただきながら皆様のお役に立

てるよう精進してまいりますので、よろしく

お願いいたします。 佐澤 理衣 

労災受給者の解雇可能、最高裁初判断  打ち切り補償条件に 

 新聞で見つけた気になる記事を紹介します。 

内容は、最高裁の判決で、労災受給中の場合も 

打ち切り補償の規定を適用できるというものでした。 

この訴訟は労災受給中の男性が休職・療養中に解雇された事の無

効を求めたものです。 

 労働基準法の「打ち切り補償」が労災受給中の場合にも適用さ

れるかが争点で、判決理由は「労災保険が給付されている場合、労

働基準法が使用者の義務とする災害補償は実質的に行われている

といえる」との事でした。 

 労働基準法の「打ち切り補償」とは、療養補償を受ける労働者が

療養開始後 3 年を経過しても傷病が治らない場合には、使用者は

平均賃金の1200日分を支払えばその後の災害補償を行わなくてよ

いというものです。 

 この判決により、打ち切り補償の対象範囲が広がりそうです。 

（文 吉川 弘晃） 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

パ
ワ
ハ
ラ
の
対
策
マ
ニ
ュ
ア
ル
を
初
め
て
公
表 

厚
生
労
働
省
は
、
企
業
内
で
パ
ワ
ー
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
対
策
に
取
り
組
む
際

の
参
考
と
な
る
「
パ
ワ
ー
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
対
策
導
入
マ
ニ
ュ
ア
ル
」
を
初
め
て

作
成
し
ま
し
た
。 

マ
ニ
ュ
ア
ル
は
同
省
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
で
ダ
ウ
ン
ロ
ー
ド
で
き
る
ほ
か
、

都
道
府
県
労
働
局
や
労
働
基
準
監
督
署
、
労
使
団
体
な
ど
、
全
国
で
５
万
部
が

配
布
さ
れ
る
と
の
こ
と
で
す
。 

ま
た
、
同
省
で
は
７
月
か
ら
こ
の
マ
ニ
ュ
ア
ル
を
活
用
し
た
「
パ
ワ
ー
ハ
ラ

ス
メ
ン
ト
対
策
支
援
セ
ミ
ナ
ー
」
を
全
国
約
70
カ
所
で
無
料
開
催
し
ま
す
。 

 規
模
の
小
さ
い
会
社
ほ
ど
対
策
が
進
ん
で
い
な
い 

２
０
１
２
年
度
に
実
施
さ
れ
た
「
職
場
の
パ
ワ
ー
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
に
関
す

る
実
態
調
査
」
に
よ
る
と
、
80
％
以
上
の
企
業
が
「
職
場
の
パ
ワ
ハ
ラ
対
策

は
経
営
上
の
重
要
な
課
題
で
あ
る
」
と
考
え
て
い
る
に
も
か
か
わ
ら
ず
、「
予

防
・
解
決
の
た
め
の
取
組
み
」
を
行
っ
て
い
る
企
業
は
全
体
の
約
45
％
と
な

っ
て
お
り
、
特
に
従
業
員
数
が
百
人
未
満
の
企
業
で
は
約
18
％
に
留
ま
っ
て

い
る
こ
と
か
ら
、
従
業
員
規
模
が
小
さ
い
企
業
ほ
ど
、
対
策
が
進
ん
で
い
な
い

こ
と
が
明
ら
か
に
な
っ
て
い
ま
す
。 

 

厚
労
省
が 

「
パ
ワ
ー
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
対
策
導
入
マ
ニ
ュ
ア
ル
」
を
公
開 

企業のマイナンバー対応の現状と 

内閣府公表リーフレット 

お仕事カレンダー 

・健保・厚年の報酬月額算定基礎届の提出   

・労働保険概算・確定保険料申告書の提出 

・労働保険料の納付   ・労災保険一括有期事業報告書の提出 

・一括有期事業開始届の提出（建設業）  

主な対象事業：概算保険料 160 万円未満でかつ請負金額が 1 億

8,000 万円未満の工事 

・６月分の源泉所得税、住民税特別徴収税の納付 

・特例による源泉徴収税の納付（1 月～6 月分） 

・障害者雇用状況報告書、高年齢者雇用状況報告書・外国人雇用 

状況報告書の提出期限 

・所得税予定納税額の減額申請 

7/10 

7/15 

マ
ニ
ュ
ア
ル
の
内
容
は
？ 

マ
ニ
ュ
ア
ル
は
、
職
場
の
パ
ワ
ー
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
を
予
防
・
解
決
す
る
た
め

に
、
①
ト
ッ
プ
の
メ
ッ
セ
ー
ジ
、
②
ル
ー
ル
を
決
め
る
、
③
実
態
を
把
握
す
る
、

④
教
育
す
る
、
⑤
周
知
す
る
、
⑥
相
談
や
解
決
の
場
を
提
供
す
る
、
⑦
再
発
を

防
止
す
る
、
の
７
つ
の
項
目
が
掲
げ
ら
れ
て
い
ま
す
。 

こ
れ
ら
①
～
⑦
の
実
施
を
20
社
の
企
業
が
行
い
、
そ
の
フ
ィ
ー
ド
バ
ッ
ク

を
参
考
に
ポ
イ
ン
ト
や
規
定
例
等
を
盛
り
込
み
つ
つ
解
説
し
て
い
ま
す
。
な

お
、
マ
ニ
ュ
ア
ル
に
は
、
従
業
員
ア
ン
ケ
ー
ト
の
ひ
な
形
や
社
内
研
修
用
の
レ

ジ
ュ
メ
、
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
相
談
対
応
者
が
使
う
相
談
記
録
票
な
ど
の
資
料
も

豊
富
に
収
録
さ
れ
て
い
ま
す
。 

 放
置
せ
ず
予
防
・
解
決
に
向
け
て
の
取
組
み
を
！ 

職
場
の
パ
ワ
ー
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
は
、
近
年
、
都
道
府
県
労
働
局
や
労
働
基
準

監
督
署
等
へ
の
相
談
が
増
え
続
け
て
い
ま
す
。
ま
た
、
ひ
ど
い
嫌
が
ら
せ
等
を

理
由
と
す
る
精
神
障
害
等
で
の
労
災
保
険
の
支
給
決
定
件
数
が
増
加
し
て
い

る
な
ど
、
社
会
的
な
問
題
と
し
て
表
面
化
し
て
い
ま
す
。 

こ
れ
ら
の
問
題
を
放
置
し
た
場
合
に
は
貴
重
な
人
材
を
失
う
ば
か
り
で
な

く
、
企
業
側
が
裁
判
で
責
任
を
問
わ
れ
る
こ
と
も
あ
り
ま
す
。
こ
う
し
た
悪
い

影
響
や
損
失
を
回
避
す
る
た
め
に
も
、
本
マ
ニ
ュ
ア
ル
を
活
用
し
て
パ
ワ
ー

ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
の
予
防
・
解
決
に
向
け
た
取
組
み
を
行
う
べ
き
で
し
ょ
う
。 

7 割の企業で対応が進んでいない 

本年 10 月に迫ったマイナンバーの通知ですが、最近では新

聞やテレビなどでもマイナンバー制度開始の話題が取り上げ

られることが多くなってきました。企業にも早めの対応が求め

られているところです。 

一般財団法人日本情報経済社会推進協会が発表したマイナ

ンバー制度に対する企業の対応状況に関するアンケート結果

（回答期間：2015 年 3 月 16 日～5 月 20 日、回答数：3,386 名）

によると、2016 年１月の制度開始に向けた対応について、「既

に取り組んでいる」（3％）と「計画中」（28％）の回答は計 31％

にとどまり、大半の企業が未着手という結果になったそうで

す。 

 

中小企業、東京以外の企業では準備が遅れている 

規模別・地域別で比べてみると、従業員数 301 人以上の企業、

東京地域の企業では約半数が対応に着手し始めているのに対

し、100 人未満、東京以外の企業では準備が遅れているという

結果となっています。これは地方開催のセミナー等が少なく、

情報入手が困難という状況によるところも大きいと考えられ

るようです。 

また、未着手の理由としては「何をすべきか分からない」が

41％、「制度自体が分からない」が７％となるなど、マイナンバ

ーへの理解がまだまだ進んでいないことがわかります。 

 

内閣府が公表したマイナンバーに関するリーフレット 

国でも「社会保障・税番号制度ホームページ」としてマイナ

ンバーに関するページを各省庁で設けて情報の周知に努めて

いるようですが、この度、内閣府がマイナンバーに関するリー

フレットを作成しました。「概要」と「事業所向け」の構成に

わかれており、社内対応や社内研修を行ううえでも参考となる

資料となっています。 

内閣官房「社会保障・税番号制度ホームページ」をご覧いた

だくと随時新しい情報や資料がアップされていますので、自社

の対応を検討するうえでも参考になることでしょう。 

  

自社の対策はどうする？ 

マイナンバー対応を行ううえでは、制度の概要や実務への影

響などを整理して理解するのはなかなか難しい面もあります。 

各種セミナーや書籍等から情報を入手し、自社の現状に合わ

せて社内スケジュールを組みながら対策を講じていく必要が

あるでしょう。 

■ 福岡：7/23（木）13：30～16：30 
   於：西鉄イン福岡アクロス福岡前 

■ 熊本：7/28（火）13：30～16：30 
   於：熊本市国際交流会館 

両会場ともお申込人数が50名を超えています。

興味のある方はブレインスターまでお早めに 

どうぞ！ 

・労働者死傷病報告書の提出    

・6 月分健康保険料・厚生年金保険料の納付 

・所得税の予定納税額の納付    

・5 月決算法人の確定申告・11 月決算法人の中間申告 

・8 月・11 月・翌年 2 月決算法人の消費税の中間申告 

7/31 

マイナンバーセミナーを開催します 


